








 













〇令和６年度の更新率では、全ての管路を更新するとなると約140年も
要する計算となる。
〇昭和60(1985)年頃から布設延⾧が増え始めており、令和７年度以降、
法定耐用年数40年を経過する管路が増加する見込み。
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